
越谷市自主防災組織育成費補助金交付要綱 

昭和５６年５月１６日 

告示第１８号 

（目的） 

第１条 この要綱は、自主防災組織等が防災活動を行う上に必要な防災備

蓄倉庫の設置、防災資器材等の購入、防災訓練、防災士の資格取得等に

対し、自主防災組織育成費補助金（以下「補助金」という。）を交付し、

もって市民の自主的な防災意識の普及及び高揚を図ることを目的とする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、越谷市補助金等の交付手続き等に関

する規則（平成８年規則第３１号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、この要綱の定めるところによる。 

（用語の意義） 

第２条 この要綱において「自主防災組織等」とは、自治会等を単位とし

て市民が自主的にその地域の防災対策の確立のために組織する団体で、

自主防災組織設立届（第１号様式）により市長に届け出のあったもの（以

下「自主防災組織」という。）及びこれらのものが合同で防災訓練等を

行う場合における複数の自主防災組織の集合体をいう。 

２ この要綱において「防災士」とは、特定非営利活動法人日本防災士機

構の認証登録を受けた者をいう。 

（補助対象者等） 

第３条 補助の対象となる者は、自主防災組織等とする。 

２ 補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げる

事業とし、補助対象経費は、別表のとおりとする。 

⑴ 防災備蓄倉庫設置費補助事業 

⑵ 備蓄資器材購入費補助事業 

⑶ 非常用食料・保存水購入費補助事業 

⑷ 防災訓練等活動費補助事業 



⑸ 自主防災組織リーダー育成支援費補助事業 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、別表により算定した額とする。ただし、当該補助

金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるも

のとする。 

（申請書の様式等） 

第５条 規則第５条第１項の申請書の様式は、第２号様式のとおりとする。 

２ 規則第５条第２項第１号から第３号までに掲げる事項に係る書類の添

付は、要しない。 

（補助金の交付条件） 

第６条 規則第８条第２項の規定により付する補助金の交付条件は、次の

とおりとする。 

⑴ 補助事業により取得した備蓄資器材及び非常用食料・保存水は、補

助事業の完了後においても補助金の交付の目的に従い善良な管理者の

注意をもって適正に管理すること。 

⑵ 自主防災組織リーダー育成支援費補助事業に係る補助金にあっては、

防災士資格取得試験を受験した者が試験に合格し、特定非営利活動法

人日本防災士機構の認証登録を受けること。 

⑶ 自主防災組織リーダー育成支援費補助事業に係る補助金にあっては、

防災士資格取得試験を受験した者は防災士として越谷市防災士資格取

得者名簿に登録し、積極的に地域の防災活動及び市が実施する防災に

関する施策に協力するよう努めることに同意すること。 

（交付決定等の通知） 

第７条 規則第９条に規定する交付決定の通知は、第３号様式により行う

ものとする。 

２ 規則第６条第３項の規定による通知は、第４号様式により行うものと

する。 



（補助金の交付等） 

第８条 規則第１８条第１項ただし書の規定により、第３条第２項第１号

から第３号までに掲げる事業については、補助金の交付決定後に前金払

により補助金を交付する。 

２ 第３条第２項第４号及び第５号に規定する事業については、完了払に

より補助金を交付する。 

３ 規則第１８条第２項の請求書の様式は、第５号様式のとおりとする。 

（実績報告） 

第９条 交付決定を受けた自主防災組織等は、補助事業が完了したときは、

速やかに自主防災組織育成費補助金実績報告書（第６号様式）に関係書

類を添えて市長に報告しなければならない。ただし、第３条第２項第４

号に掲げる補助事業にあっては、この限りでない。 

（補助金の額の確定通知） 

第１０条 規則第１６条第１項の規定による補助金の額の確定通知は、第

７号様式により行うものとする。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成５年告示第３０号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成５年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の越谷市自主防災組織育成費補助金交付要綱の規定は、この告

示の施行の日以後に申請のあった防災資器材等の購入及び防災訓練等に

ついて適用し、同日前に申請のあった防災資器材等の購入及び防災訓練



等については、なお従前の例による。 

附 則（平成７年告示第８６号） 

（施行期日等） 

１ この告示は、平成７年１０月１日から施行し、改正後の越谷市自主防

災組織育成費補助金交付要綱（以下「改正後の要綱」という。）の規定

（防災備蓄倉庫及び備蓄資器材に関する部分に限る。）は、平成７年４

月１日から適用する。 

（適用区分） 

２ 改正後の要綱の規定は、この告示の施行の日以後に申請のあった補助

金について適用し、同日前に申請のあった補助金については、なお従前

の例による。 

附 則（平成１３年告示第４５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１３年４月１日から適用する。 

（適用区分） 

２ 改正後の別表の規定は、この告示の施行の日以後に申請のあった補助

金について適用し、同日前に申請のあった補助金については、なお従前

の例による。 

附 則（平成２２年告示第２６１号） 

この告示は、平成２２年９月１日から施行する。 

附 則（令和３年告示第１８７号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、現に改正前のそれぞれの要綱の様式の規定によ

り作成されている用紙は、改正後のそれぞれの要綱の様式の規定にかか

わらず、当分の間、使用することができる。 



附 則（令和６年告示第１６７号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

別表（第３条、第４条関係） 

補助事業 補助対象経費 補助基準額 補助率 補助金額 

防 災 備 蓄 倉

庫 設 置 費 補

助事業 

備蓄資器材を

保管するため

の防災備蓄倉

庫の設置費用

(二 次 製 品 等

耐火性耐久性

に優れたもの

に係る設置費

用に限る。） 

1,200,000円 3/4 補助対象経費の

額又は補助基準

額のいずれか低

いほうの額に補

助率を乗じて得

た額 

上記の防災備

蓄倉庫の設置

に係る建築確

認等の手続費

用 

300,000円 － 補助対象経費の

額又は補助基準

額のいずれか低

いほうの額 

備 蓄 資 器 材

購 入 費 補 助

事業 

備 蓄 資 器 材

(発電機、投光

機、コードリ

ール、救急セ

ット、真空パ

ック毛布、水

運搬袋、カマ

ドセット、担

架、ヘルメッ

ト、腕章、誘

導旗、スコッ

プ 等 の 資 器

材 )の 購 入 費

用 

⑴ 1～50世帯 

500,000円 

⑵ 51～500世帯 

600,000円 

⑶ 501世帯以上 

700,000円 

3/4 補助対象経費の

額又は補助基準

額のいずれか低

いほうの額に補

助率を乗じて得

た額 

非 常 用 食

料・保存水購

入 費 補 助 事

業 

非常用食料及

び保存水の購

入費用 

⑴ 1～50世帯 

140,000円 

⑵ 51～500世帯 

200,000円 

⑶ 501世帯以上 

260,000円 

1/4 補助対象経費の

額又は補助基準

額のいずれか低

いほうの額に補

助率を乗じて得

た額 



防 災 訓 練 等

活 動 費 補 助

事業 

自主防災組織

等が行う防災

訓 練 等 (市 長

が別に定める

と こ ろ に よ

り、当該防災

訓練等の実施

についてあら

かじめ市長に

届け出たもの

に限る。)に係

る経費 

参加人数 

⑴ 50人以下 

10,000円 

⑵ 51～500人 

20,000円 

⑶ 501人以上 

30,000円 

－ 補助対象経費の

額又は補助基準

額のいずれか低

いほうの額 

自 主 防 災 組

織 リ ー ダ ー

育 成 支 援 費

補助事業 

防災士の資格

取 得 費 用 (講

座受講料、試

験受験料及び

認証登録料) 

1自主防災組織に

つき1人 

30,000円 

－ 補助対象経費の

額又は補助基準

額のいずれか低

いほうの額 

 


